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基本方針における第２次目標は令和２年度までを期限としていたため、 「バリアフリー法及び関連施策のあり方に関す
る検討会」において、学識経験者、高齢者・障害者等団体、事業者団体の方々から専門的・具体的なご意見をいただきな
がら、新型コロナウイルス感染症による影響等の状況も踏まえ、令和２年12月に新たな目標をとりまとめた。

（第８回検討会：令和元年11月15日、第９回検討会：令和２年１月16日、第10回検討会：令和２年６月17日、第11回検討会：令和２年11月18日）

背景

第３次目標の設定に向けた見直しの視点

バリアフリー法に基づく基本方針における第３次目標について（概要）

・第２次目標においては、施設等の種別ごとにバリアフリー化の目標を設定し、国、地方公共団体、施設設置管理者等が連
携してバリアフリー化に取り組み、一定程度の進捗がみられるが、引き続きバリアフリー化を進める必要がある。

・第３次目標については、ハード・ソフト両面でのバリアフリー化をより一層推進していく観点から、以下の点に留意。

各施設等について地方部を含めたバリアフリー化の一層の推進
（平均利用者数（※１）が2,000人以上3,000人未満/日であって基本構想に位置付けられた旅客施設等に関する目標を追加）

聴覚障害及び知的・精神・発達障害に係るバリアフリーの進捗状況の見える化
（旅客施設のバリアフリー指標として、案内設備（文字等及び音声による運行情報提供設備、案内用図記号による標識等）を明確に位置付け）

マスタープラン・基本構想の作成による面的なバリアフリーのまちづくりの一層の推進

移動等円滑化に関する国民の理解と協力、いわゆる「心のバリアフリー」（※２）の推進

目標期間

・第２次目標：平成23年度（2011年度）から令和２年度（2020年度）までの10年間

・第３次目標：社会資本整備重点計画等の計画期間、バリアフリー法に基づく基本構想等の評価期間、新型コロナウイ
ルス感染症による影響への対応等を踏まえ、時代の変化により早く対応するため、５年間とした。（※３）

※1：新型コロナウイルス感染症のような特殊な外的要因により、年度によっては前年度に比べ著しく増減する可能性があることから、適切に補正した結果（例えば、過去３年度における平均値を用いる）も考慮した
うえで、取組む

※３：新型コロナウイルス感染症による更なる影響、新技術の開発など予見し難い状況の変化が生じた場合には、次期目標期間内であって
も、必要に応じて目標の見直しに努める

※２：「ユニバーサルデザイン2020行動計画」（平成29年２月ユニバーサルデザイン2020関係閣僚会議決定）において、「心のバリアフリー」を体現するためのポイントとして、「障害のある人への社会的障壁を取り
除くのは社会の責務であるという「障害の社会モデル」を理解すること」、「障害のある人（及びその家族）への差別（不当な差別的取扱い及び合理的配慮の不提供）を行わないよう徹底すること。」及び「自分と
は異なる条件を持つ多様な他者とコミュニケーションを取る力を養い、すべての人が抱える困難や痛みを想像し共感する力を培うこと。」が挙げられている
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基本方針に定める移動等円滑化の目標達成状況の概要（２０２３年度末）

・バリアフリー法に基づく基本方針に定められた2025年度までの第3次整備目標の達成状況は下記のとおり。
・参考値及び現状値については、小数第１位を四捨五入している。
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基本方針に定める移動等円滑化の目標達成状況の概要（２０２３年度末）
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基本方針に定める移動等円滑化の目標達成状況の概要（２０２３年度末）
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基本方針に定める移動等円滑化の目標達成状況の概要（２０２３年度末）

【別紙】ユニバーサルデザインタクシーの割合（目標：各都道府県において総車両数の約25％を達成）
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中部の鉄軌道駅のバリアフリー状況（県別）

平均利用者数が3,000人/日以上及び基本構想の生活関連施設に位置付けられた2,000人/日以上3,000人/日未満
の鉄軌道駅のバリアフリー化率について、令和7年度までに原則として全て（１００％）について、移動等円滑化を実施する
ように対象が拡大した。段差の解消については岐阜県及び福井県、視覚障害者誘導用ブロックについては静岡県及び福
井県、案内設備については愛知県、岐阜県及び福井県、障害者用トイレについては三重県及び福井県以外が全国平均を下
回っている。

※バリアフリー化率が全国平均より低い地域を青塗りとする（以下、同じ）

「視覚障害者誘導用ブロ
ックの設置」については
、今回の集計結果より、
ブロック形状をJIS規格
に統一するために改正
された「移動等円滑化の
ために必要な旅客施設
又は車両等の構造及び
設備並びに旅客施設及
び車両等を使用した役
務の提供の方法に関す
る基準を定める省令第
９条」に適合をもって算
定しています。
https://www.mlit.g
o.jp/report/press/
sogo09_hh_00038
7.html
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全国中部

福井県三重県岐阜県静岡県愛知県

（目標値：100％

合計合計／2025年度末）

3,5464316302462309鉄軌道駅数

3,3033926292260275(うちトイレ設置駅数)

3,3313956282454283段差の解消駅数

93.9%91.6%100.0%93.3%100.0%87.1%91.6%割合

1,607166621029119
視覚障害者

誘導用ブロック（駅数）

45.3%38.5%100.0%6.7%41.7%46.8%38.5%割合

2735 355 6 21 19 45 264 案内設備

77.1%82.4%100.0%70.0%79.2%72.6%85.4%総施設数に対する割合

3,0523436271847245障害者トイレの設置（駅数）

92.4%87.5%100.0%93.1%81.8%78.3%89.1%割合



※平成22年度までは旧基本方針に基づき1日当たりの平均的な利用者数が5,000人以上の旅客施設、23年度以降は改訂後の基本方針（平成23年4月１日施行）
に基づき、1日当たりの平均的な利用者数が3,000人以上の旅客施設の整備状況を示している。

※ 令和３年度以降は、令和３年４月１日施行の改正後の基本方針に基づき、１日当たりの平均的な利用者数が3,000人以上の旅客施設及び2,000人以上3,000
人未満で基本構想における重点整備地区内の生活関連施設である旅客施設を対象とし、また、令和２年４月に施行された改正後の公共交通移動等円滑化基準を
もって判断した整備状況を示している。

中部の鉄軌道駅のバリアフリー化の推移（１／４）
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※平成22年度までは旧基本方針に基づき1日当たりの平均的な利用者数が5,000人以上の旅客施設、23年度以降は改訂後の基本方針（平成23年4月１日施行）
に基づき、1日当たりの平均的な利用者数が3,000人以上の旅客施設の整備状況を示している。

※ 令和３年度以降は、令和３年４月１日施行の改正後の基本方針に基づき、１日当たりの平均的な利用者数が3,000人以上の旅客施設及び2,000人以上3,000
人未満で基本構想における重点整備地区内の生活関連施設である旅客施設を対象とし、また、令和２年４月に施行された改正後の公共交通移動等円滑化基準を
もって判断した整備状況を示している。

中部の鉄軌道駅のバリアフリー化の推移（２／４）
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※平成22年度までは旧基本方針に基づき1日当たりの平均的な利用者数が5,000人以上の旅客施設、23年度以降は改訂後の基本方針（平成23年4月１日施行）
に基づき、1日当たりの平均的な利用者数が3,000人以上の旅客施設の整備状況を示している。

※ 令和３年度以降は、令和３年４月１日施行の改正後の基本方針に基づき、１日当たりの平均的な利用者数が3,000人以上の旅客施設及び2,000人以上3,000
人未満で基本構想における重点整備地区内の生活関連施設である旅客施設を対象とし、また、令和２年４月に施行された改正後の公共交通移動等円滑化基準を
もって判断した整備状況を示している。

※「障害者用トイレ」については、トイレを設置している旅客施設における整備状況を示している。

中部の鉄軌道駅のバリアフリー化の推移（３／４）
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※平成22年度までは旧基本方針に基づき1日当たりの平均的な利用者数が5,000人以上の旅客施設、23年度以降は改訂後の基本方針（平成23年4月１日施行）
に基づき、1日当たりの平均的な利用者数が3,000人以上の旅客施設の整備状況を示している。

※ 令和３年度以降は、令和３年４月１日施行の改正後の基本方針に基づき、１日当たりの平均的な利用者数が3,000人以上の旅客施設及び2,000人以上3,000
人未満で基本構想における重点整備地区内の生活関連施設である旅客施設を対象とし、また、令和２年４月に施行された改正後の公共交通移動等円滑化基準を
もって判断した整備状況を示している。

中部の鉄軌道駅のバリアフリー化の推移（４／４）
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中部の鉄軌道車両のバリアフリー状況（県別）及び推移

鉄軌道車両については、総車両数約5２,000両のうち約70%について、令和7年度までに、移動等円滑化を実施するよ
うに対象が拡大した。また、今回の集計より、４両編成以上の列車において１列車ごとに２以上の車椅子スペースを設けて
いる車両の数をまとめている。

※各県別の考え方は、本社所在地で割り振っている。なお、本社と路線地域が異なる場合、路線地域内の支社所在地より割り振っている。 1３
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全国
合計

中部
合計

福井県三重県岐阜県静岡県愛知県
（目標値：約70％
／2025年度末）

51,8685,8119673542375,351総数

31,0472,57251247402,450基準適合車両

59.9%44.3%53.1%32.9%13.0%16.9%45.8%総数に対する割合

14.2% 17.2%
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バ ス
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中部のバスターミナルのバリアフリー状況（県別）
平均利用者数が3,000人/日以上及び基本構想の生活関連施設に位置付けられた2,000人/日以上3,000人/日未満の

バスターミナルのバリアフリー化率については、令和7年度までに、原則として全て（１００％）について、移動等円滑化を実
施するように対象が拡大した。中部の対象バスターミナルのバリアフリー化は、１００％実施済。
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全国中部
福井県三重県岐阜県静岡県愛知県

（目標値：100％

合計合計／2025年度末）

434該当なし該当なし該当なし13バスターミナル数

364---13（うちトイレ設置施設数）

404---13段差の解消施設数

93.0%100%---100%100%割合

374---13視覚障害者誘導用ブロック施設数

86.0%100%---100%100%割合

34 4 ---1 3 案内設備

79.1%100%---100%100%割合

264---13障害者トイレの設置施設数

72.2%100%---100%100%割合



中部のノンステップバスのバリアフリー状況（県別）及び推移

バス車両については、令和7年度までにノンステップバスを約80％導入して移動等円滑化を実施することとしており、全
国では７割強の導入状況。県別に見ると、愛知県・福井県の進捗率が比較的高い。

※各県別の考え方は、バス事業者の営業所単位で運輸局に報告されたものの積み上げ。

全国

合計

中部

合計

福
井
県

三
重
県

岐
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静
岡
県

愛
知
県

（目標値：約80％／2025年度末）

※適用除外認定車両を除く

44,3364,2812185305061,2341,793基準適合車両数

31,2693,2031822742458771,625ノンステップバス車両数

70.5%74.8%83.5%51.7%48.4%71.1%90.6%割合
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リフト付きバス等の導入状況（地域別）

リフト付きバス等については、適用除外認定車両（空港等アクセスバスに代表される、床下収納スペースを確保するために
低床化が困難、などの理由で移動等円滑化基準の適用除外認定をされた車両）のうち約25％が目標のところ、 全国では
８．６％の導入状況。
中部については、愛知県、三重県、福井県が全国平均以上。

全国

合計

中部

合計

福
井
県

三
重
県

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

（目標値：約25％／2025年度末）

9,89665652155116121212適用除外認定車両数

8479518321737リフト付きバス等車両数

8.6%14.5%34.6%20.6%0.9%5.8%17.5%割合
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福祉タクシー
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中部の福祉タクシーの導入状況（県別）

タクシー車両については、令和７年度までに、全国で約90,000台の福祉タクシー（UDタクシーを含む。）を導入すること
とされており、中部では愛知県内の導入数が多い。

全国中部
福井県三重県岐阜県静岡県愛知県（目標値：約90,000台／2025年度末）

合計合計

52,5534,6891344023719552,827基準適合車両

39,7083,391941322506872,228うちUDタクシー

１９
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【UDタクシー】
ユニバーサルデザインタクシーのこと。流し営業にも活用されることを想定し、身体障害者のほか、高齢者や妊産婦、子供連れの人等、様々な人が利用できる構造
となっている福祉タクシー車両をいう。
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旅客船
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中部の旅客船ターミナルのバリアフリー状況（県別）

平均利用者数が2,000人/日以上の旅客船ターミナルにおけるバリアフリー化率については、令和７年度までに原則と
して全て（１００％）について、移動等円滑化を実施するように対象が拡大した。中部は愛知県の師崎港のみ該当。

２１
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全国中部

福井県三重県岐阜県静岡県愛知県

（目標値：約100％

合計合計／2025年度末）

171該当なし該当なし該当なし該当なし1旅客船ターミナル数

171----1うちトイレ設置施設数

160----0段差解消施設数

94.1%0%----0%総施設数に対する割合

140----0
視覚障害者誘導用

ブロック施設数

82.4%0%----0%総施設数に対する割合

160----0
障害者トイレの設置

施設数

94.1%0%----0%
うちトイレ設置施設数に

対する割合



中部の旅客船のバリアフリー状況（県別）及び推移

全国の旅客船（一般旅客定期航路事業及び旅客不定期航路事業の用に供する船舶）総隻数約700隻※のうち約60%に
当たる約420隻について、令和７年度までに移動等円滑化を実施することとされており、中部では平均で約３割の実施
にとどまっている。県別にみると愛知県の割合が高い。

※各県別の考え方は、航路の起点により整理。なお、起点が管轄する運輸局等でない他県等の場合は、本社所在地の管轄する運輸局等で整理。

全国中部
福井県三重県岐阜県静岡県愛知県（目標値：約60％／2025年度末）

合計合計

6576512741617総数

37620071111基準適合船舶

57.8%30.8%0%25.9%25.0%6.3%64.7%総数に対する割合
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航空

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 2３

資料１



中部の航空旅客ターミナルのバリアフリー状況（県別）

平均利用者数が2,000人/日以上の航空旅客ターミナルにおけるバリアフリー化率については、令和７年度までに、原則
として全て（１００％）について移動等円滑化を実施するように対象が拡大したが、中部を含む全ての地域において、航空
旅客ターミナルのバリアフリー化は目標を達成した。
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全国中部
福井県三重県岐阜県静岡県愛知県

（目標値：100％

合計合計／2025年度末）

433該当なし該当なし該当なし該当なし3航空旅客ターミナル数

433ーーーー3
(うちトイレ設置

ターミナル数)

433ーーーー3段差の解消数（施設数）

100.0%100%ーーーー100%総施設数に対する割合

423ーーーー3

視覚障害者

誘導用ブロック（施設数）

97.7%100%ーーーー100%総施設数に対する割合

433ーーーー3
障害者トイレの

設置施設数

100.0%100%ーーーー100%
うちトイレ設置ターミナル数に対する割

合



航空機のバリアフリー化の推移（全国）

（公共交通移動等円滑化実績等報告による）

総機数約670機※について、令和７年度までに、原則として全て（１００％）移動等円滑化を実施することと
されており、着実に導入が進められ、令和３年度末までに100%が実施済みとなり、目標を達成した。
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道 路

※地域については各地方整備局等の管轄区域を基本としており、内訳は以下のとおり。
北海道 （北海道）
東北 （青森県、岩手県、宮城県、福島県、秋田県、山形県）
関東 （茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、長野県）
北陸 （新潟県、富山県、石川県）
中部 （静岡県、愛知県、岐阜県、三重県）
近畿 （福井県、滋賀県、京都府、大阪府、奈良県、和歌山県、兵庫県）
中国 （鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県）
四国 （徳島県、香川県、愛媛県、高知県）
九州 （福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県）
沖縄 （沖縄県）
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特定道路のバリアフリー化の推移（全国）

原則として重点整備地区（移動等円滑化基本構想を定める際に各市町村が指定した、建築物や道路などのバリアフリー化
を重点的に進めるべき地区）内の主要な生活関連経路を構成する道路等で国土交通大臣が指定する特定道路の約70%
について、令和7年度までに、移動等円滑化を実施することとされており、着実に整備が進められ、令和５年度末までに約
７１％が実施済みとなった。
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※特定道路は令和元年度に約2,400ｋｍ追加指定され、全体約4,450ｋｍとなったことから、令和2年度については併記している。



特定道路のバリアフリー状況（地域別）

（令和５年度末時点）

重点整備地区（移動等円滑化基本構想を定める際に各市町村が指定した、建築物や道路などのバリアフリー化を重点的に
進めるべき地区）内の主要な生活関連経路を構成する特定道路のバリアフリー化は、約７割について実施済。
地域別に見ると、北海道、東北、北陸、中部、沖縄における進捗率が比較的高い。 （目標：令和7年度約7０％）

中部北陸関東東北北海道（目標値：70％）

410.9 90.9 1706.5 157.7 288.3 
道路延長

（ｋｍ）

347.0 84.8 1019.5 133.9 263.9 
整備延長

（ｋｍ）

84%93%60%85%92%割合

合計沖縄九州四国中国近畿（目標値：70％）

4445.628.8 403.3 81.5 177.1 1100.6 
道路延長

（ｋｍ）

3168.123.8 316.0 65.0 138.9 775.4 
整備延長

（ｋｍ）

71%83%78%80%78%70%割合
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都市公園
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都市公園のバリアフリー状況（県別）
第３次目標においては、園路及び広場（特定公園施設であるものに限る。以下同じ。）及び便所の設置された規模の大き

い概ね２㏊以上の都市公園の約70%、並びに駐車場の設置された都市公園の約60%について、令和７年度までに移動

等円滑化を実施することとしている。県別に見ると、園路及び広場ならびに便所については愛知県・静岡県、駐車場につ
いては福井県・三重県の達成率が比較的高い。

全国中部
福井県三重県岐阜県静岡県愛知県（目標値：約70％／2025年度末）

合計合計

9,5421,１９３94152169249529総数

園路及び広場 6,1217８２579362183387基準適合の数

64.1%6５．５%60.6%61.2%36.7%73.5%73.2%割合

全国中部
福井県三重県岐阜県静岡県愛知県（目標値：約60％／2025年度末）

合計合計

6,0707６４5799127177304総数

駐車場 3,406４２４396361107154基準適合の数

56.1%5５.5%68.4%63.6%48.0%60.5%50.7%割合

全国中部
福井県三重県岐阜県静岡県愛知県（目標値：約70％／2025年度末）

合計合計

9,0941,12894137162239496総数

便所 5,818724598591171318基準適合の数

64.0%64.２%62.8%62.0%56.2%71.5%64.1%割合
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路外駐車場
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中部の特定路外駐車場のバリアフリー状況（県別）

特定路外駐車場（道路の付属物や公園施設等に付属する駐車場を除き、駐車面積が500平方メートル以上で、かつ料金
を徴収する路外駐車場）の約75%について、令和７年度までに移動等円滑化を実施することとされており、着実に導入が
進められた結果、中部では平均７６％において実施済み。県別では、愛知県・岐阜県の進捗率が高い。
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全国
合計

中部
合計

福井県三重県岐阜県静岡県愛知県（目標値：約75％／2025年度末）

2,92937020504093167総数[箇所]

路外駐車場 2,20927912353259141
基準適合の数

[箇所]

75.4%75.4%60.0%70.0%80.0%63.4%84.4%割合



建築物
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建築物のバリアフリー化の推移

床面積の合計が2,000㎡以上の特別特定建築物（公立小学校等を除く）の総ストックの約67%について、令和７年度ま
でに、移動等円滑化を実施するように新たな目標が設定された。

令和５年度末までに約6４%が実施済みとなっている。
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信号機等

※地域については管区警察局等の管轄区域を基本としており、内訳は以下のとおり。
北海道警察（北海道）
東北（青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県）
警視庁（東京都）
関東（茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、神奈川県、新潟県、山梨県、長野県、静岡県）
中部（富山県、石川県、福井県、岐阜県、愛知県、三重県）
近畿（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県）
中国（鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県）
四国（徳島県、香川県、愛媛県、高知県）
九州（福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県）
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信号機等のバリアフリー化の推移（全国） ※警察庁資料

重点整備地区（移動等円滑化基本構想を定める際に各市町村が指定した、建築物や道路などのバリアフリー化を重点的に

進めるべき地区）内の主要な生活関連経路を構成する道路に設置されている信号機等については、令和７年度までに、原則

として全て（１００％）の当該道路において、音響信号機、高齢者等感応信号機等の信号機の設置、歩行者用道路であることを

表示する道路標識の設置、横断歩道であることを表示する道路標示の設置等の移動等円滑化を実施することとされており、

着実に導入が進められ、令和５年度末までに98.８%が実施された。

また、当該道路のうち、道路又は交通の状況に応じ、視覚障害者の移動上の安全性を確保することが特に必要であると認

められる部分に設置されている信号機等については、令和７年度までに原則として全ての当該部分において音響信号機及び

エスコートゾーンを設置することとされ、令和５年度末までに６６．４%が実施された。
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信号機等のバリアフリー状況（地域別） ※警察庁資料

中部
富山・石川・福井・岐阜・愛知・
三重

関東
茨城・栃木・・群馬・埼玉・千葉・
神奈川・新潟・山梨・長野・静岡

東京都東北北海道

99.５%99.７%96.１%100%100%

九州四国中国近畿

9９．１%100%9６．９%9９．８%

全国平均

98.８%

※令和５年度末時点 管区警察局別
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福井県三重県岐阜県静岡県愛知県

100%99.０%100%100%98.8%

《信号機等のバリアフリー化とは》

音響信号機、高齢者等感応信号機、歩行者用道路であることを表示する道路標識、横断歩道であ

ることを表示する道路標示等を設置すること（移動等円滑化の促進に関する基本方針一２（７））
いち

重点整備地区（移動等円滑化基本構想を定める際に各市町村が指定した、建築物や道路などのバリアフリー化を重点的に
進めるべき地区）内の主要な生活関連道路を構成する道路に設置されている信号機等のバリアフリー化の状況を示した表
となっている。全国的に着実に進んでおり、中部運輸局管内においても高い数値となっている。（目標：令和7年度原則１００
％）



音響信号機及びエスコートゾーンのバリアフリー状況（地域別） ※警察庁資料

中部
富山・石川・福井・岐阜・愛知・
三重

関東
茨城・栃木・・群馬・埼玉・千葉・
神奈川・新潟・山梨・長野・静岡

東京都東北北海道

７６．４%4９．５%８２．５%５６.0%ー

九州四国中国近畿

６５．８%54.４%７５．８%５４．６%

全国平均

６６．４%

重点整備地区（移動等円滑化基本構想を定める際に各市町村が指定した、建築物や道路などのバリアフリー化を重点的に

進めるべき地区）内の主要な生活関連経路を構成する道路のうち、道路又は交通の状況に応じ、視覚障害者の移動上の安

全性を確保することが特に必要であると認められる部分に設置されている信号機等において、原則として全て（１００％）

の当該部分において音響信号機及びエスコートゾーンを設置することとされており、令和５年度末までに６６．４%が実施さ

れた。

地域別に見ると、東京都、中国、四国において進捗率が高く、中部運輸局管内では、静岡県と福井県の進捗率が高い。
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※令和５年度末時点 管区警察局別

福井県三重県岐阜県静岡県愛知県

100%12.5%44.4%100%89.4%
音響機能付加信号機及び
エスコートゾーンの設置率

100%100%88.9%100%100%音響機能付加信号機の設置率

100%12.5%44.4%100%89.4%エスコートゾーンの設置率


